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2021 年度決算報告 

マニュライフ生命保険株式会社（取締役代表執行役社長兼 CEO：ブノワ・メスレ、本社：東京都新宿

区、以下「マニュライフ生命」）の 2021 年度決算をお知らせいたします。 

＜2021 年度業績のハイライト＞ 

新契約の状況（※） 

新契約高 6,839 億円

新契約件数 11 万 5 千件 

新契約年換算保険料 308 億円

保有契約の状況（※） 

保有契約高 12 兆 613 億円

保有契約件数 159 万件

保有契約年換算保険料 5,540 億円

保険料等収入 9,320 億円 

当期純利益 36 億円 

総資産 2 兆 1,794 億円 

ソルベンシー・マージン比率 739.7% 

※個人保険と個人年金保険の合計です。

マニュライフ生命について

マニュライフ生命は、カナダを本拠とする大手金融サービスグループ、マニュライフ・ファイナンシャル・コーポレーション
（マニュライフ）のグループ企業です。法人ならびに個人のお客さまがより簡単に最適な保障を選択し、より良い毎日を送
るためのお手伝いをします。公式ウェブサイト（www.manulife.co.jp）をご覧ください。
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マニュライフ生命保険株式会社 
 
 
 

2021 年度決算報告 
 

マニュライフ生命保険株式会社（取締役代表執行役社長兼 CEO：ブノワ・メスレ）の 2021 年度

決算は添付の通りです。 
 
※資料中、「2021 年度」は「2021 年 4 月 1 日～2022 年 3 月 31 日」を表しています。 
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１．主要業績

（１） 保有契約高及び新契約高

・保有契約高 （単位：千件、億円、％）

前年度末比 前年度末比 前年度末比 前年度末比

1,116      100.9      101,204   94.6        1,100      98.6        92,906    91.8        

476         106.0      27,302    105.6      489         102.9      27,707    101.5      

－ － 314         93.7        － － 280         89.3        

－ － 25          92.2        － － 23          90.8        

（注） 1．

2． 団体年金保険については、責任準備金の金額です。

（注） 1． 件数は、新契約に転換後契約を加えた数値です。

2． 新契約の個人年金保険の金額は、年金支払開始時における年金原資です。
ただし、個人変額年金保険については、新契約時の基本保険金額です。

 

個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責
任準備金及び個人年金保険に付加された特約の死亡保障額を合計したものです。
ただし、個人変額年金保険については、保険料積立金の金額です。

件　数 金　額 件　数

2020年度末 2021年度末

金　額区　　分

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

団 体 保 険

団 体 年 金 保 険

・新契約高  （単位：千件、億円、％）

前年度
比

前年度
比

新契約
転換による

純増加
前年度

比
前年度

比
新契約

転換による
純増加

83      72.8   6,619   101.2  6,621   △ 2   74      89.5   4,533   68.5   4,534   △ 1   

47      61.8   2,710   61.4   2,710   － 40      85.7   2,306   85.1   2,306   －

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －

金　額

2021年度2020年度

金　額 件　数件　数

団 体 保 険

団 体 年 金 保 険

個 人 年 金 保 険

区　　分

個 人 保 険
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（2） 年換算保険料

・保有契約 （単位：百万円、％）

前年度末比 前年度末比

453,745                 99.1 416,900                 91.9                  

140,324                 101.7 137,100                 97.7                  

594,070                 99.7 554,000                 93.3                  

う ち 医 療 保 障 ・
生 前 給 付 保 障 等

74,827                   92.1 68,193                   91.1                  

・新契約 （単位：百万円、％）

前年度比 前年度比

46,708                   144.8                20,755                   44.4                  

11,101                   57.8                  10,055                   90.6                  

57,810                   112.3                30,810                   53.3                  

う ち 医 療 保 障 ・
生 前 給 付 保 障 等

2,280                     74.5                  1,862                     81.7                  

（注） 1．

2．

3． 年換算保険料(新契約)は、新契約に、転換による純増加を加えた数値です。

（3） 主要収支項目 （単位：百万円、％）

前年度比 前年度比

873,990                 89.4                  932,017                 106.6                

177,815                 499.3                131,261                 73.8                  

806,374                 92.7                  891,579                 110.6                

6,821                     9.3                    11,041                   161.9                

3,863                     88.7                  7,718                     199.8                

（4） 総資産 （単位：百万円、％）

前年度末比 前年度末比

2,139,771               107.6                2,179,426               101.9                

2020年度

2021年度末2020年度末

2021年度2020年度

「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾
病給付、介護給付等）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換
算した金額（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）です。

区　　分

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

2021年度末2020年度末

区　　分

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

合　　計

区　　分

2021年度

合　　計

総 資 産

保 険 料 等 収 入

区　　分

資 産 運 用 収 益

保 険 金 等 支 払 金

経 常 利 益

資 産 運 用 費 用
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2．2021年度末保障機能別保有契約高

(単位：千件、億円）

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

普 通 死 亡 647       92,832   － 5,799    4          280       651       98,913   

災 害 死 亡 403       28,934   14         121       － － 418       29,056   

その他の条件付死亡 227       13,425   2          58         0          5          230       13,489   

278       537       489       27,673   0          0          768       28,211   

災 害 入 院 387       41         0          0          － － 388       41         

疾 病 入 院 415       85         0          0          － － 416       85         

その他の条件付入院 671       125       0          0          0          0          671       125       

121       － 0          － 0          － 121       －

1,179    － 0          － － － 1,180    －

（注） 1. 団体保険、団体年金保険、及び財形保険・財形年金保険の件数は被保険者数を表します。

2.

3. 「入院保障」欄の金額は入院給付日額を表します。

入
院
保
障

「生存保障」欄の金額は、個人年金保険、団体保険（年金特約）及び財形年金保険（財形年金積立保険を除く）については、
年金支払前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したもの、団体年金保険、
財形保険及び財形年金積立保険については責任準備金を表します。

障 害 保 障

手 術 保 障

生 存 保 障

項　　目
個人保険 個人年金保険

死
亡
保
障

合　　計団体保険

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

1                23              0                4                1                27              

合　　計財形保険・財形年金保険
項　　目

生 存 保 障

団体年金保険
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3．2021 年度一般勘定資産の運用状況 

(1) 2021 年度の資産の運用概況

① 2021 年度の運用環境

2021 年度の日本経済は、実質 GDP 成長率（前期比年率換算）は 4-6 月期が 2.4％のプラス、緊急事

態宣言が続いた 7-9 月期は 2.8％のマイナス成長に転じました。その後の 10-12 月期は 4.6％とプラスに

転じたものの、限定的な回復になりました。1-3 月期についても、オミクロン変異株による感染が急拡大し

ていることから、マイナス成長が見込まれます。雇用環境は 2022 年 3 月の完全失業率が 2.6％と、おお

むね横ばいの状況です。2022 年 3 月の全国消費者物価指数（除く生鮮食品）は前年同月比 0.8％上昇

し、電気代、都市ガス代などのエネルギー構成品目が上昇幅を拡大している状況です。 

為替市場は 2021 年度を通して円安傾向となり、期初に 110 円台であったドル円相場は米国の金融政

策正常化期待や米長期金利上昇を背景に 12 月末には 115 円台まで円安が進みました。2022 年 1-3 月

も日米金利差が一段と拡大するとの見方が台頭し、当期末で 121 円台と円安が継続しました。ユーロ円

相場についても円は対ユーロで下落し、当期末で 134 円台と円安方向の推移となりました。 

国内株式市場は、9 月にはワクチン接種の進展や新政権による政策対応への期待が広がり 31 年ぶり

の高値を付けたものの、その後はウクライナ危機などによるリスク回避の動きが強まり軟調な展開となり、

2022 年 3 月末時点の東証株価指数（TOPIX）は前年度末比マイナス 0.4％とほぼ横ばいとなりました。国

内金利に関しては、世界的に低金利環境が定着する中、10 年日本国債利回りは一時概ね 0.00％台まで

下落しましたが、9 月に入ると米国債の利回り上昇の影響もあって反転し、当期末の水準は 0.21％となり

ました。短中期の国債金利も上昇し、2 年国債利回りはマイナス 0.04％となりました。 

② 運用方針

当社の資産運用は、全世界のマニュライフ・グループ全体で実施されている資産負債管理プロセスに

則って行われています。この管理プロセスに基づき、当社保険商品の負債特性にマッチする運用資産へ

の投資が実行され、運用資産ポートフォリオは公社債を中心に構築され、利率、期間、通貨等、原則的に

は当社負債の要件を反映させています。ポートフォリオは、確定利付資産以外の資産にも投資を行い、

長期の負債や資本金に対応すべく、負債とのマッチングや分散投資、収益向上を図っています。 

③ 運用実績の概況

2022 年 3 月末現在の一般勘定資産は前年度末の 1 兆 6,624 億円から 567 億円増加し、1 兆 7,191 億

円となりました。主要な一般勘定資産の残高は、公社債が 6,743 億円より 411 億円減少し 6,332 億円、外

国証券が 7,415 億円より 842 億円増加し 8,257 億円、その他の証券が 504 億円より 59 億円増加し 563

億円になりました。また、貸付金は 577 億円より 59 億円増加し 637 億円、不動産は 212 億円から 2 億円

減少し 209 億円になりました。 
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（2） 資産の構成 　　（単位：百万円、％）

金　額 占　率 金　額 占　率

59,269 3.6 52,141 3.0 

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

1,468,710 88.3 1,517,128 88.2 

674,357 40.6 633,247 36.8 

2,367 0.1 1,728 0.1 

741,541 44.6 825,766 48.0 

公 社 債 659,889 39.7 735,143 42.8 

株 式 等 81,651 4.9 90,622 5.3 

50,443 3.0 56,386 3.3 

57,763 3.5 63,710 3.7 

21,264 1.3 20,975 1.2 

－ － 6,176 0.4 

55,723 3.4 59,415 3.5 

△ 320 △ 0.0 △ 359 △ 0.0 

1,662,411 100.0 1,719,187 100.0 

599,950 36.1 688,989 40.1 

（注） 「不動産」については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を計上しています。

（3） 資産の増減

公 社 債

株 式 等

（注） 「不動産」については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を計上しています。

有 価 証 券

そ の 他 の 証 券

う ち 外 貨 建 資 産

合　　　計

貸 倒 引 当 金

そ の 他

貸 付 金

外 国 証 券

104,268 

144,999 

区　　　分

公 社 債

株 式

△ 68,070 

△ 1,345 

178,957 

繰 延 税 金 資 産

不 動 産

6,176 

3,692 

△ 38 

56,776 

89,039 

△ 11,858 

－

－

－

－

84,224 

75,253 

8,970 

5,942 

5,946 

△ 289 

－

121,578 

－

－

－

－

2021年度

 （単位：百万円）

△ 2,665 

△ 6,684 

2020年度

△ 7,128 

－

48,417 

△ 41,110 

△ 639 

1,571 

△ 8 

139,240 

39,716 

12,037 

2,335 

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

2020年度末 2021年度末

株 式

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

公 社 債

区　　　分

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合　　　計

不 動 産

現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン

買 現 先 勘 定

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

買 入 金 銭 債 権

外 国 証 券

現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン

金 銭 の 信 託

買 現 先 勘 定

う ち 外 貨 建 資 産

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

#
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（4） 資産運用関係収益     （単位：百万円）

26,927                          32,126                          

預 貯 金 利 息 1                                  0                                  

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 24,107                          29,267                          

貸 付 金 利 息 946                              985                              

不 動 産 賃 貸 料 1,871                            1,873                            

そ の 他 利 息 配 当 金 0                                  0                                  

－ －

－ －

－ －

3,580                            11,258                          

国 債 等 債 券 売 却 益 2,618                            2,593                            

株 式 等 売 却 益 － 1,440                            

外 国 証 券 売 却 益 961                              7,224                            

そ の 他 － －

－ －

563                              －

44,180                          50,774                          

－ －

－ －

75,251                          94,159                          

（5） 資産運用関係費用  （単位：百万円）

2                                  4                                  

－ －

－ －

－ －

1,437                            5,217                            

国 債 等 債 券 売 却 損 1,214                            1,309                            

株 式 等 売 却 損 － －

外 国 証 券 売 却 損 222                              3,908                            

そ の 他 － －

4,125                            1,110                            

国 債 等 債 券 評 価 損 － －

株 式 等 評 価 損 2,545                            1,018                            

外 国 証 券 評 価 損 830                              －

そ の 他 750                              92                                

－ －

－ 1,542                            

－ －

8                                  38                                

0                                  1                                  

279                              274                              

967                              2,852                            

6,821                            11,041                          

2020年度 2021年度

そ の 他 運 用 収 益

合　　　計

区　　　分

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

商 品 有 価 証 券 運 用 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益

有 価 証 券 償 還 益

2021年度

支 払 利 息

商 品 有 価 証 券 運 用 損

金 銭 の 信 託 運 用 損

区　　　分

為 替 差 損

有 価 証 券 償 還 損

金 融 派 生 商 品 収 益

為 替 差 益

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 評 価 損

金 融 派 生 商 品 費 用

2020年度

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費

そ の 他 運 用 費 用

合　　　計

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

有 価 証 券 売 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 付 金 償 却
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(6) 資産運用に係わる諸効率

（単位：％）

2020年度 2021年度

                            2.48                             3.89

 －  －

 －  －

 －  －

 －  －

 －  －

                            2.33                             2.46

う ち 公 社 債                             0.86                             0.76

う ち 株 式                       △ 67.77                       △ 42.34

う ち 外 国 証 券                             4.43                             3.88

                            3.93                             3.55

                            4.58                             4.79

                            4.47                             5.14

う ち 海 外 投 融 資                             4.39                             3.85

（注） 1.

 2. 海外投融資とは、外貨建資産と円建資産の合計です。

②　売買目的有価証券の評価損益

      該当ありません。

利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、
資産運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。

①　資産別運用利回り

貸 付 金

不 動 産

一 般 勘 定 計

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

区　　　分

現 預 金 ・ コ － ル ロ － ン

買 現 先 勘 定

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金
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③ 有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外）
　（単位：百万円）

差  益 差  損 差  益 差  損

118,637    121,073    2,435        3,774      1,338      153,333    146,280    △ 7,052 1,470      8,522      

501,427    538,973    37,545      40,226    2,681      483,229    503,146    19,917      23,827    3,910      

－ － － － － － － － － －

775,759    819,818    44,059      45,969    1,910      840,603    852,897    12,294      26,166    13,872    

358,666    362,694    4,027        4,466      438         331,807    331,614    △ 193 1,194      1,388      

－ － － － － － － － － －

381,605    412,939    31,333      32,793    1,459      468,850    474,446    5,595        17,700    12,105    

公 社 債 330,379    351,487    21,107      22,472    1,364      406,325    400,213    △ 6,111 5,966      12,077    

株 式 等 51,225      61,451      10,226      10,321    94           62,525      74,232      11,706      11,733    27           

35,487      44,184      8,697        8,709      12           39,944      46,836      6,892        7,270      378         

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

1,395,824 1,479,865 84,040      89,970    5,930      1,477,165 1,502,324 25,159      51,464    26,305    

670,329    694,534    24,204      25,388    1,184      633,440    645,404    11,963      15,436    3,473      

－ － － － － － － － － －

690,007    741,145    51,137      55,872    4,734      803,780    810,083    6,303        28,756    22,453    

638,782    679,693    40,911      45,551    4,639      741,254    735,851    △ 5,403 17,022    22,425    

51,225      61,451      10,226      10,321    94           62,525      74,232      11,706      11,733    27           

35,487      44,184      8,697        8,709      12           39,944      46,836      6,892        7,270      378         

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

（注） 1．

2． 満期保有目的の債券及び一部の責任準備金対応債券について、通貨関連のデリバティブ取引があり、当該金融派生商品の時価は以下のとおりです。

　2020年度末：満期保有目的の債券に係るもの　△1,196百万円、責任準備金対応債券に係るもの　△5,415百万円

　2021年度末：満期保有目的の債券に係るもの　625百万円、責任準備金対応債券に係るもの　△6,888百万円

3. 市場価格のない株式等および組合等は本表から除いています。

・市場価格のない株式等および組合等の帳簿価額は以下のとおりです。

区　　　分

2020年度末 2021年度末

帳 簿 価 額 時    価
差     損     益

帳 簿 価 額 時    価
差    損    益

満 期 保 有 目 的 の 債 券

責 任 準 備 金 対 応 債 券

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式

そ の 他 有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

合　　　計

公 社 債

株 式

外 国 証 券

公 社 債

株 式 等

そ の 他 の 証 券

買 入 金 銭 債 権

譲 渡 性 預 金

そ の 他

本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。

 （単位：百万円）

区　　　分 2020年度末 2021年度末

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 2,317  1,299  

そ の 他 有 価 証 券 26,131  25,176  

国 内 株 式 50  428  

外 国 株 式 8,439  6,260  

該当ありません。

合　　　計 28,448  26,475  

④ 金銭の信託の時価情報

そ の 他 17,641  18,486  

#
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  （単位：百万円）

金    額 金    額 金    額 金    額

64,298 56,726 1,959,029 2,036,385

預 貯 金 64,298 56,726 支 払 備 金 66,085 81,459

1,940,750 1,970,587 責 任 準 備 金 1,892,382 1,954,427

国 債 263,854 276,051 契 約 者 配 当 準 備 金 562 497

地 方 債 89,797 84,049 3,671 2,244

社 債 320,706 273,145 25,153 7,776

株 式 2,367 1,728 22,869 24,940

外 国 証 券 842,831 944,833 借 入 金 1,326 －

そ の 他 の 証 券 421,193 390,778 未 払 法 人 税 等 376 522

57,763 63,710 未 払 金 7,275 11,512

保 険 約 款 貸 付 20,998 23,281 未 払 費 用 5,422 4,722

一 般 貸 付 36,765 40,429 前 受 収 益 2 1

22,224 21,718 預 り 金 465 484

土 地 15,217 15,217 預 り 保 証 金 1,223 1,261

建 物 6,046 5,757 金 融 派 生 商 品 4,738 4,542

その他の有形固定資産 960 743 資 産 除 去 債 務 44 44

8,443 11,549 仮 受 金 1,993 1,848

ソ フ ト ウ ェ ア 8,442 11,547 33 38

その他の無形固定資産 1 1 1,080 917

154 209 5,348 6,267

946 4,956 1,831 －

45,510 44,150 2,019,018 2,078,568

未 収 金 29,480 29,365

前 払 費 用 2,217 2,250 56,400 56,400

未 収 収 益 6,174 6,835 31,907 35,516

預 託 金 1,308 1,275 そ の 他 利 益 剰 余 金 31,907 35,516

金 融 派 生 商 品 5,914 3,996 繰 越 利 益 剰 余 金 31,907 35,516

仮 払 金 414 426 88,307 91,916

そ の 他 の 資 産 0 0 32,195 9,899

－ 6,176 250 △ 958

△ 320 △ 359 32,445 8,941

120,753 100,857

2,139,771 2,179,426 2,139,771 2,179,426

退 職 給 付 引 当 金

資 本 金

価 格 変 動 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

負 債 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

（ 純 資 産 の 部 ）

負 債 及 び 純 資 産
の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

貸 倒 引 当 金
評 価 ・ 換 算 差 額 等
合 計

株 主 資 本 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

４．貸借対照表

（ 資 産 の 部 ）

2020年度
(2021年3月31日現在)

再 保 険 借

2021年度
(2022年3月31日現在)

現 金 及 び 預 貯 金

有 価 証 券

2021年度
(2022年3月31日現在)

2020年度
(2021年3月31日現在)

役 員 賞 与 引 当 金

（ 負 債 の 部 ）

そ の 他 負 債

保 険 契 約 準 備 金

代 理 店 借

代 理 店 貸

再 保 険 貸

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

貸 付 金

無 形 固 定 資 産

期 別

科 目

期 別

科 目
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（貸借対照表の注記） 

 

 1. 有価証券の評価は、以下のとおりであります。 

 

  ① 売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）によっておりま
す。 

  ② 満期保有目的の債券については先入先出法による償却原価法（利息法）によっており
ます。 

  ③ 「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準備金対応
債券については先入先出法による償却原価法（利息法）によっております。 

  ④ 子会社株式及び関連会社株式（保険業法第 2 条第 12 項に規定する子会社及び保険
業法施行令第 13 条の 5 の 2 第 3 項に規定する子法人等のうち子会社を除いたもの及
び関連法人等が発行する株式をいう）については原価法（売却原価の算定は移動平均
法）によっております。 

  ⑤ その他有価証券については 3 月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定
は先入先出法、ただし、市場価格のない株式等については先入先出法による原価法）
によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法
により処理しております。 
 

 2. 
 

デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。 

 3. 有形固定資産の減価償却の方法は、以下の方法によっております。 

 

・有形固定資産 

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。 
 

なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が 10 万円以上 20 万円未満のものについて

は、3 年間で均等償却を行っております。 

 

 4. 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間

に基づく定額法により行っております。 

 

  5. 外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

なお、その他有価証券の換算差額のうち、外貨建債券に係る換算差額については、外国通

貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以外の換算差額については為替

差損益として処理しております。 

 

 6. 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、 終の回収について重

大な懸念が存在する債権については、回収の可能性を総合的に判断し必要と認める額を計

上しております。上記以外の債権については、貸倒実績等から算出した予想損失率を債権

額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部

署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の

引当を行っております。 

 

 7. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、計上しております。 
退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は、以下のとおりであります。 
 

 退職給付見込額の期間帰属方法  期間定額基準 
 数理計算上の差異の処理年数    一括償却 

    過去勤務費用の処理年数       一括償却 
 

 8. 役員賞与引当金は、役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当年度末

において発生したと認められる額を計上しております。 
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 9. 価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
 

 10. ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に従い、外貨

建債券に係る為替変動リスク等のヘッジとして為替の振当処理を行っております。また、債券

に係るキャッシュ・フロー変動リスクのヘッジとして繰延ヘッジを行っております。なお、ヘッジ

の有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の為替変動等またはキャッシュ・フロー変動

を比較する方法によっております。 

 

上記のヘッジ関係のうち、「LIBOR を参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」

（2022 年 3 月 17 日 実務対応報告第 40 号）の適用範囲に含まれるヘッジ関係のすべてに、

当該実務対応報告に定められる特例的な取扱いを適用しております。当該実務対応報告を

適用しているヘッジ関係の内容は、以下のとおりであります。 

 

ヘッジ会計の方法            繰延ヘッジ 

ヘッジ手段である金融商品の種類  金利スワップ、通貨スワップ 

ヘッジ対象である金融商品の種類  債券 

ヘッジ取引の種類            キャッシュ・フローを固定するもの 
 

 11. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。資産に係る控除対象

外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し 5 年間で均

等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しております。 
 

 12. 責任準備金は、期末時点において保険契約上の責任が開始している契約について、保

険契約に基づく将来における債務の履行に備えるため、保険業法第 116 条第 1 項に基

づき、保険料及び責任準備金の算出方法書（保険業法第 4 条第 2 項第 4 号）に記載さ

れた方法に従って計算された金額を積み立てております。 

責任準備金のうち保険料積立金については、以下の方式により計算しております。 

 

① 標準責任準備金対象契約については、1996 年 2 月大蔵省告示第 48 号に定める方式 

② 標準責任準備金対象外契約については、平準純保険料式 

ただし、無配当外貨建終身保険（積立利率変動型）及び無配当外貨建特別終身保険

（積立利率変動型）については、保険料及び責任準備金の算出方法書に定める方法に

より計算しております。 

 

なお、保険業法第 121 条第 1 項及び保険業法施行規則第 80 条に基づき、毎決算期に

おいて責任準備金が適正に積み立てられているかどうかを、保険計理人が確認してお

ります。その結果、保険業法施行規則第 69 条第 5 項の規定に基づき、一部の個人保険

契約及び個人年金保険契約について、追加で積み立てた責任準備金が含まれておりま

す。 

責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第 116 条及び保険業法施行規則第

69 条第 1 項第 3 号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将

来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。 

 

 

 

13. 保険料及び保険金等支払金(再保険料除く)の計上基準は、以下のとおりであります。 

 

① 保険料は、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、当該収

納した金額により計上しております。なお、収納した保険料のうち、期末時点に

おいて未経過となっている期間に対応する部分については、保険業法第 116 条及

び保険業法施行規則第 69 条第 1 項第 2 号に基づき、責任準備金に積み立ててお

ります。 

② 保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当

該約款に基づいて算定された金額を支払った契約について、当該金額により計上

しております。なお、保険業法第 117 条及び保険業法施行規則第 72 条に基づき、

期末時点において支払義務が発生したもの、または、まだ支払事由の報告を受け

ていないものの支払事由が既に発生したと認められるもののうち、それぞれ保険

金等の支出として計上していないものについて、支払備金を積み立てております。 
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 14. 重要な会計上の見積りは、以下のとおりであります。 

 

① 繰延税金資産 

繰延税金資産は、貸借対照表上、 繰延税金資産（純額）6,176 百万円を計上して

おり、繰延税金負債と相殺前の繰延税金資産の金額は 10,303 百万円であります。

繰延税金資産の算出方法について、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に

基づく課税所得に基づき、繰延税金資産の回収可能性の判断をしております。課

税所得の見積りは事業計画を基礎としており、将来の不確実な運用環境や保険収

支の変動等により影響を受ける可能性があり、実際の課税所得が見積りと異なっ

た場合、翌会計年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与

える可能性があります。 

② 追加責任準備金 

責任準備金の金額は 1,954,427 百万円であり、当該勘定には追加責任準備金が含

まれております。追加責任準備金は、保険計理人が「生命保険会社の保険計理人

の実務基準」（日本アクチュアリー会）に準拠して行った将来収支分析に基づき、

将来 5 年間の不足額を積み立てています。なお、将来収支分析における将来の死

亡率、事業費率、運用利回り等の経験率は過去の実績に基づいて定めているため、

それらの将来の実績が変動すると追加責任準備金の金額は変動します。 

 

 15. 会計上の変更に関する事項は、以下のとおりであります。  

 

「時価の算定に関する会計基準」（2019 年 7 月 4 日 企業会計基準第 30 号。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第

19 項及び「金融商品に関する会計基準」（2019 年 7 月 4 日 企業会計基準第 10 号）第

44-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響は

ありません。 
 

 16. 当期末までに公表されているものの、適用されていない主な会計基準等は、以下のと

おりであります。 

 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（2021 年 6 月 17 日 企業会計基準適用指

針第 31 号） 

 

(1) 概要 

投資信託の時価の算定及び注記に関する取扱い並びに貸借対照表に持分相当額を純

額で計上する組合等への出資の時価の注記に関する取扱いが定められました。  

 

(2）適用予定日 

2023 年 3 月期の期首から適用予定であります。 

 

(3）当該会計基準等の適用による影響 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用による計算書類に与える影響額に
ついては、現時点で評価中であります。 
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 17. ① 金融商品の状況及び時価等に関する事項 
 
保険業法第 118 条第 1 項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、
全世界のマニュライフ・グループ全体で実施されている資産負債管理プロセスに則って行っ
ております。このプロセスに基づき、主に、日本国債・投資適格社債・投資信託等に投資して
おります。また、デリバティブについては、主として資産リスクのヘッジ手段・現物取引の代替
手段、収益確定手段として活用しております。なお、主な金融商品として、有価証券は市場リ
スク及び信用リスクに晒されております。市場リスクの管理にあたっては、資産運用別の運用
限度枠やバリューアットリスクに基づくリスク量の限度枠を設定するとともに、保有資産の損益
状況のモニタリングを行うことにより、適正な管理を行っております。外貨建の責任準備金に
対応する運用は主として同じ通貨建の資産で運用を行い、円貨建の責任準備金に対応して
運用している外貨建資産に関してはヘッジ取引で円貨に転換し、為替リスクを排除しており
ます。信用リスクの管理にあたっては、各投融資先の信用リスクの状況を内部格付制度によ
り評価し、また、投融資限度枠を設定して特定企業・業種への与信集中を防いでおります。
一方、与信全体の予想損失額の把握により資産全体における信用リスク管理も行っておりま
す。 
主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、以下のとおりであります。 
 

（単位：百万円） 
 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

有価証券 1,942,919 1,955,784 12,864 

売買目的有価証券 453,459 453,459 - 

満期保有目的の債券（*1） 153,333 146,280 △7,052 

責任準備金対応債券（*1） 483,229 503,146 19,917 

その他有価証券 852,897 852,897 - 

貸付金(*2) 63,696 67,346 3,649 

保険約款貸付 23,267 23,267 - 

一般貸付 40,429 44,078 3,649 

金融派生商品（*3)  △545 △545 - 

ヘッジ会計が適用されていないもの △1,052 △1,052 - 

ヘッジ会計が適用されているもの 506 506 - 

 
(*1) 満期保有目的の債券及び一部の責任準備金対応債券について、通貨関連の

デリバティブ取引があり、当該金融派生商品の時価はそれぞれ 625 百万円、△
6,888 百万円であります。 

(*2) 貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。 
(*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 
(*4) 非上場株式等の市場価格のない株式等については、有価証券に含めておりま

せん。当該非上場株式等の当期末における貸借対照表価額は、9,181 百万円
であります。 

(*5) 組合出資金等については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（2019
年 7 月 4 日 企業会計基準適用指針第 31 号。以下「時価算定適用指針」とい
う。）第 27 項に基づき、有価証券に含めておりません。当該組合出資金等の当
期末における貸借対照表価額は 18,486 百万円であります。 

(*6) 現金及び預貯金、未収金については、短期間で決済されるため時価が帳簿価
額に近似することから、注記を省略しております。 
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  ② 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の 3 つのレベルに分類しております。 

レベル 1 の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時価

を分類しております。 

 
(1) 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 
    （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 
有価証券     

売買目的有価証券     

外国証券 - 119,067 - 119,067 

その他有価証券     

国債 - 140,768 - 140,768 

地方債 - 48,871 - 48,871 

社債 - 141,973 - 141,973 

外国証券 - 397,810 2,403 400,213 

資産計 - 848,492 2,403 850,895 

デリバティブ取引     

通貨関連 - △275 - △275 

金利関連 - △5 - △5 

株式関連 - - 86 86 

債券関連 - - △354 △354 

その他 - 2 - 2 

デリバティブ計 - △278 △267 △545 

※「時価算定適用指針」第 26 項に従い、経過措置を適用した投資信託は上表には含めて

おりません。貸借対照表における当該投資信託の金額は 455,460 百万円であります。 

 
(2) 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産 
    （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 
貸付金     

保険約款貸付 - - 23,267 23,267 

一般貸付 - - 44,078 44,078 

有価証券     

満期保有目的の債券     

社債 - 10,713 - 10,713 

外国証券 - 133,363 2,204 135,567 

責任準備金対応債券     

国債 - 144,164 - 144,164 

地方債 - 36,062 - 36,062 

社債 - 122,849 - 122,849 

外国証券 - 199,762 307 200,070 

資産計 - 646,916 69,857 716,774 
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(3) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
ア.  有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル 1
の時価に分類しております。当期末においては、該当資産はありません。公表された相場価
格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル 2 の時価に分類しております。主
に国内外の債券（超長期私募債等を除く）がこれに含まれます。相場価格が入手できない場
合には、将来キャッシュ・フローの割引現在価値法などの評価技法を用いて時価を算定して
おります。評価にあたっては観察可能なインプットを 大限利用しており、インプットには、金
利や信用リスク等が含まれます。超長期私募債等、算定にあたり重要な観察できないインプ
ットを用いている場合には、レベル 3 の時価に分類しております。投資信託は、公表されてい
る基準価格等によっており、時価算定適用指針第 26 項に従い経過措置を適用し、レベルを
付しておりません。 
 

イ. 貸付金 
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設
けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと
想定されるため、帳簿価額を時価としております。 
一般貸付は固定金利貸付のみであり、当該貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・
フローを現在価値へ割り引いた価格によっております。これらについては、時価に対して観
察できないインプットによる影響額が重要なため、レベル 3 の時価に分類しております。 
 

ウ. デリバティブ取引 
大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引
の種類や満期までの期間に応じて市場標準の評価技法を利用して時価を算定しておりま
す。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート等であります。また、
取引相手の信用リスク及び当社自身の信用リスクに基づく価格調整は相殺契約や担保を考
慮して検討しております。観察できないインプットを用いていないまたはその影響が重要でな
い場合はレベル 2 の時価に分類しており、プレイン・バニラ型の金利スワップ取引、為替予約
取引等が含まれます。重要な観察できないインプットを用いている場合はレベル 3 の時価に
分類しており、株式スワップ取引等が含まれます。 

 
(4) 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル 3 の時価

に関する情報 
ア．重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

 

区分 評価技法 
重要な観察できない 

インプット 
インプットの範囲 

有価証券    

その他有価証券    

外国証券 割引現在価値法 割引率 2.439% 

デリバティブ取引    

債券関連 割引現在価値法 割引率 △0.113%～0.084% 
 

 

イ．期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 
 

（単位：百万円）   
 有価証券 デリバティブ取引 

合計 その他有価証券 株式関連・債券関連 

外国証券 

期首残高 - 47 47 

当期の損益または 

評価・換算差額等 
△60 △205 △266 

損益に計上(*1) 65 67 133 

評価・換算差額等に計上(*2) △125 △273 △399 

  購入、売却、発行及び決済の純額 2,463 △109 2,354 

  レベル 3 の時価への振替 - - - 

  レベル 3 の時価からの振替 - - - 

期末残高 2,403 △267 2,135 

当期損益に計上した額のうち貸借対

照表において保有する金融資産及び

金融負債の評価益(*1) 

 

- 

 

△19 

 

△19 

 
(*1) 損益計算書の｢資産運用収益｣及び｢資産運用費用｣に含まれております。 
(*2) 「その他有価証券評価差額金」及び「繰延ヘッジ損益」に含まれております。 
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ウ．時価の評価プロセスの説明
当社は時価の算定に関する方針及び手続、並びに時価評価モデルの使用に係る手続きを
定めております。これらの方針及び手続きに基づき、時価の算定に用いられた時価評価モ
デル及びインプット並びに算定結果としての時価の妥当性を確認しております。 
 時価の算定にあたっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを も適切に反映できる評
価モデルを用いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合において
も、利用されている評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の
適切な方法により価格の妥当性を検証しております。 

エ．重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
外国証券及びデリバティブの時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、割
引率であります。割引率の著しい上昇（低下）は、金融資産の時価の著しい下落（上昇）を生
じさせることになります。 

18. 

19. 

当社では、東京都その他の地域において賃貸用のオフィスビル等を有しており、当期末に

おける当該賃貸等不動産の貸借対照表価額は 20,217 百万円、時価は 29,680 百万円であ

ります。なお、当該賃貸等不動産は、当社が賃貸オフィスビルを使用している部分を含んで

おります。これらの時価の算定にあたっては、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいた金

額によっております。 

債権のうち、危険債権額は、30 百万円であり、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、三月

以上延滞債権並びに貸付条件緩和債権はありません。 

なお、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成

績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い

債権で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しない債権であります。 

（表示方法の変更） 

当期より、「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020 年 1 月 24 日内閣府令第

3 号）が 2022 年 3 月 31 日から施行されたことに伴い、保険業法の「リスク管理債権」の区分

等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わ

せて表示しております。 

20. 有形固定資産の減価償却累計額は、7,118 百万円であります。

21. 特別勘定の資産の額は、460,239 百万円であります。なお、負債の額も同額であります。

22. 関係会社に対する金銭債権の総額は 208 百万円、金銭債務の総額は 2,316 百万円であり

ます。

23. 繰延税金資産の総額は、15,751 百万円、繰延税金負債の総額は、4,127 百万円でありま

す。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、5,448 百万円であります。繰延

税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金 9,999 百万円、価格変動準備金

1,754 百万円、減価償却超過額 1,131 百万円であります。繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳は、その他有価証券の評価差額 3,586 百万円であります。

繰延税金資産から評価性引当額として控除された金額は、将来減算一時差異等の合計に

係る評価性引当額 5,448 百万円であります。繰延税金資産から評価性引当金額として控除

された額の主な変動の理由は、保険契約準備金に係る評価性引当額の増加であります。

当年度における法定実効税率は 28.00％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との間の差異の主要な内訳は、評価性引当額の増加 18.33％であります。

24. 契約者配当準備金の異動状況は、以下のとおりであります。

当期首現在高 

当期契約者配当金支払額 

利息による増加 

契約者配当準備金繰入額 

当期末現在高 

562 百万円 

88 百万円 

0 百万円 

23 百万円 

497 百万円 
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 25. 関係会社の株式は、1,299 百万円であります。 
 

 26. 保険業法施行規則第 73 条第 3 項において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する再

保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は 2,734 百万

円、同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出

再責任準備金」という。）の金額は 2,247,130 百万円であります。 
 

 27. 1 株当たり純資産額は、833,666 円 17 銭であります。なお、1 株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式に係る事業年度末の純資産額は 43,358 百万円であり、算定に用いられ

た事業年度末の普通株式数は 52,010 株であります。 
 

 28. 1996 年大蔵省告示第 50 号第 1 条第 5 項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数

料の当年度末残高は、132 百万円であります。 

 

 29. 保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当

社の今後の負担見積額は、8,418 百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の

事業費として処理しております。 
 

 30. 責任準備金対応債券のリスク管理方針の概要は、以下のとおりであります。 

 

負債のキャッシュ・フローの特性に応じて小区分を設定し、各小区分の責任準備金対応債

券と責任準備金のデュレーションを一定幅に対応させることにより、金利変動リスクを管理し

ております。当該区分の責任準備金対応債券と責任準備金のデュレーションについては、

資本/ファイナンス委員会にて定期的に確認しております。 

なお、小区分は、以下のとおり設定しております。 

 

① 以下の保険商品から構成される円建一般小区分 

・第百生命保険相互会社から移転を受けたすべての保険種類 

・区分経理規程における有配当商品区分に属する商品及び医療保険 

・変額個人年金保険における年金開始後(特別勘定で資産を管理している契約を除く) 

・無配当終身保険 

・逓増定期保険、新逓増定期保険、無配当終身ガン保険、無配当ガン治療保険、無配当歳

満了定期保険、無配当定期保険、及び無配当災害保障重点期間付定期保険 

 

  ② 以下の保険商品から構成される豪ドル建商品小区分 

・外貨建定額個人年金保険 

・通貨選択型個人年金保険 

・通貨選択型変額終身保険(特別勘定部分は除く) 

・通貨選択型一時払終身保険 

 

③ 以下の保険商品から構成される米ドル建商品小区分 

・外貨建定額個人年金保険 

・通貨選択型個人年金保険 

・通貨選択型変額終身保険(特別勘定部分は除く) 

・通貨選択型一時払終身保険 
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 31. 退職給付に関する事項は、以下のとおりであります。 

 

 （1） 採用している退職給付制度の概要 
 当社は内勤職員及び営業職員については、確定給付型の制度として確定給付企業年金

制度及び退職一時金制度を設けております。 
  

 （2） 確定給付制度 
 ① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 
 

 期首における退職給付債務   
 

勤務費用 
利息費用 
数理計算上の差異の当期発生額 
退職給付の支払額 

 

期末における退職給付債務  

9,208 百万円 

955 百万円 

38 百万円 

△174 百万円 

△1,483 百万円 

  8,543 百万円 

  

 

 ② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 
 

 期首における年金資産 
 

期待運用収益 
数理計算上の差異の当期発生額 
事業主からの拠出額 
退職給付の支払額 

 

期末における年金資産  

8,127 百万円 

143 百万円 

△252 百万円 

856 百万円 

△1,248 百万円 

  7,625 百万円 

  

  

③ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 
 

 

積立型制度の退職給付債務 
年金資産 
 

非積立型制度の退職給付債務 
退職給付引当金 

7,954 百万円 

△7,625 百万円 

  328 百万円 

  589 百万円 

  917 百万円 

  

  

  ④ 退職給付に関連する損益 
 

 
 

勤務費用 
利息費用 
期待運用収益 
数理計算上の差異の当期の費用処理額 

 

確定給付制度に係る退職給付費用     

955 百万円 

38 百万円 

△143 百万円 

  77 百万円 

 928 百万円 

  

 

 ⑤ 年金資産の主な内訳 
 
 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。 
 

 債券               
株式               

      その他      
合計        

85.4％ 

11.9％ 

  2.6％ 

 100.0％ 

  

  

⑥ 長期期待運用収益率の設定方法 
 
 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分
と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮
しております。 
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 ⑦ 数理計算上の計算基礎に関する事項 
 
 期末における主要な数理計算上の計算基礎は、以下のとおりであります。 
 

（内勤職員） 
割引率               0.54 ％ 
長期期待運用収益率   1.76％ 

（営業職員） 
割引率               0.49 ％ 
長期期待運用収益率     1.76％ 
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５．損益計算書

（単位：百万円）

（ 2020 年 4 月 1 日 か ら
2021年 3月31日まで ） （ 2021 年 4 月 1 日 か ら

2022年 3月31日まで ）
金　　額 金　　額

1,053,492 1,064,403

873,990 932,017

586,423 577,326

287,567 354,691

177,815 131,261

26,927 32,126

1 0

24,107 29,267

946 985

1,871 1,873

0 0

3,580 11,258

563 －

44,180 50,774

102,563 37,102

1,686 1,124

1,031 615

98 327

545 162

12 18

1,049,629 1,056,684

806,374 891,579

30,449 39,593

68,262 68,177

19,067 21,197

239,672 325,836

8,990 9,806

439,931 426,968

146,984 77,420

9,354 15,374

137,629 62,044

0 0

6,821 11,041

2 4

1,437 5,217

4,125 1,110

－ 1,542

8 38

0 1

279 274

967 2,852

80,525 68,452

8,923 8,191

300 404

6,947 5,698

1,618 2,072

57 17

3,863 7,718

3,408 －

3,408 －

2,557 927

592 8

814 919

1,150 －

23 23

4,691 6,767

1,807 2,512

△ 747 646

1,060 3,158

3,630 3,608

再 保 険 収 入

法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

資 産 運 用 収 益

預 貯 金 利 息

そ の 他 特 別 損 失

当 期 純 利 益

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用

そ の 他 返 戻 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

固 定 資 産 等 処 分 益

事 業 費

減 価 償 却 費

そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金

税 金

2021年度

不 動 産 賃 貸 料

資 産 運 用 費 用

支 払 備 金 繰 入 額

保 険 金 等 支 払 金

再 保 険 料

特 別 利 益

責 任 準 備 金 繰 入 額

経 常 利 益

給 付 金

2020年度

保 険 料

保 険 金 据 置 受 入 金

保 険 料 等 収 入

経 常 収 益

解 約 返 戻 金

金 融 派 生 商 品 費 用

そ の 他 の 経 常 費 用

退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

特 別 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 等 処 分 損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 運 用 費 用

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費

貸 付 金 償 却

支 払 利 息

有 価 証 券 評 価 損

有 価 証 券 売 却 損

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

貸 付 金 利 息

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金

保 険 金

年 金

為 替 差 益

金 融 派 生 商 品 収 益

有 価 証 券 売 却 益

特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

そ の 他 利 息 配 当 金

科 目

期 別

20 マニュライフ生命保険株式会社



 

 

（損益計算書の注記） 

   

 1. 関係会社との取引による収益の総額は 3 百万円、費用の総額は 13,209 百万円であります。 

 2. （1） 有価証券売却益の内訳は、国債等債券 2,593 百万円、株式等 1,440 百万円、外国証券 7,224 百万

円であります。 

 

  （2） 有価証券売却損の内訳は、国債等債券 1,309 百万円、外国証券 3,908 百万円であります。 

 

  （3） 有価証券評価損の内訳は、株式等 1,018 百万円、その他の証券 92 百万円であります。 

 

 3. 支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額は、25 百万円であります。 

 

 4. 責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額は、149,356 百万円であります。 

 

 5. 金融派生商品費用には、評価損 2,776 百万円が含まれております。 

 

 6. 普通株式に係る 1 株当たり当期純利益は、25,158 円 10 銭であります。 

 

 7. 再保険料には、1996 年大蔵省告示第 50 号第 1 条第 5 項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数

料の減少額 97 百万円を含んでおります。 

 

 8. 関連当事者との取引は、以下のとおりであります。 

（1） 親会社及び法人主要株主等 

記載すべき取引はありません。 

 

  （2） 子会社及び関連会社等 

記載すべき取引はありません。 

 

  （3） 兄弟会社等 

属性  会社等の名称 

議決権等

の所有 

（被所有） 

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

親会社の

子会社 

マニュファクチャラーズ・

ライフ・リインシュランス・

リミテッド 

なし 再保険取引 

再保険 

収入 
348,550 再保険貸 4,518 

再保険料 416,342 再保険借 5,884 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） 再保険取引については、一般の取引条件と同様に決定しております。 

 

  （4） 役員 

   記載すべき取引はありません。 
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6. 経常利益等の明細（基礎利益）

2020年度 2021年度

決算 決算

Ａ 6,301 9,764

53,438 62,032

金銭の信託運用益 － －

売買目的有価証券運用益 － －

有価証券売却益 3,580 11,258

金融派生商品収益 563 －

為替差益 44,180 50,774

その他キャピタル収益 5,114 －

55,494 64,374

金銭の信託運用損 － －

売買目的有価証券運用損 － －

有価証券売却損 1,437 5,217

有価証券評価損 4,125 1,110

金融派生商品費用 － 1,542

為替差損 － －

その他キャピタル費用 49,931 56,504

Ｂ △ 2,055 △ 2,342

Ａ＋Ｂ 4,246 7,422

67 297

再保険収入 － －

危険準備金戻入額 － 249

個別貸倒引当金戻入額 － 0

その他臨時収益 67 47

449 1

再保険料 － －

危険準備金繰入額 135 －

個別貸倒引当金繰入額 13 －

特定海外債権引当勘定繰入額 － －

貸付金償却 0 1

その他臨時費用 300 －

Ｃ △ 382 296

経常利益 Ａ＋Ｂ＋Ｃ 3,863 7,718

  （注）1. 「基礎利益」には、次の金額が含まれています。

2020年度 2021年度

契約条件変更に基づく個人年金保険の解約等による責任準備金削減額 △ 67 △ 47

外貨建保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 49,931 54,008

マーケット・ヴァリュー・アジャストメントに係る解約返戻金額変動の影響額 △ 5,114 2,495

2. 「その他キャピタル収益」には、次の金額が含まれています。

2020年度 2021年度

マーケット・ヴァリュー・アジャストメントに係る解約返戻金額変動の影響額 5,114 －

3. 「その他キャピタル費用」には、次の金額が含まれています。

2020年度 2021年度

外貨建保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 49,931 54,008

マーケット・ヴァリュー・アジャストメントに係る解約返戻金額変動の影響額 － 2,495

4. 「その他臨時収益」には、次の金額が含まれています。

2020年度 2021年度

契約条件変更に基づく個人年金保険の解約等による責任準備金削減額 67 47

5. 「その他臨時費用」には、次の金額が含まれています。

2020年度 2021年度

保険業法施行規則第69条第5項に基づく責任準備金繰入額 300 －

)

キャピタル収益

臨時費用

(

キャピタル費用

キャピタル損益含み基礎利益

(

キャピタル損益　　　　　　　

（単位：百万円）

2020 年 4 月 1 日 か ら
2021 年 3 月 31 日 ま で

2021 年 4 月 1 日 か ら
2022 年 3 月 31 日 ま で )

基礎利益

臨時損益

臨時収益
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7．株主資本等変動計算書

2020年度（2020年4月1日から2021年3月31日まで） (単位：百万円)

その他利益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 56,400 28,277 84,677 7,656 3,614 11,270 95,947

当期変動額

当期純利益 3,630 3,630 3,630

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

24,539 △ 3,363 21,175 21,175

当期変動額合計 － 3,630 3,630 24,539 △ 3,363 21,175 24,805

当期末残高 56,400 31,907 88,307 32,195 250 32,445 120,753

2021年度（2021年4月1日から2022年3月31日まで） (単位：百万円)

その他利益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 56,400 31,907 88,307 32,195 250 32,445 120,753

当期変動額

当期純利益 3,608 3,608 3,608

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△ 22,295 △ 1,208 △ 23,504 △ 23,504

当期変動額合計 － 3,608 3,608 △ 22,295 △ 1,208 △ 23,504 △ 19,895

当期末残高 56,400 35,516 91,916 9,899 △ 958 8,941 100,857

純資産合計

資本金

利益剰余金

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

株主資本 評価・換算差額等

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

資本金

利益剰余金

株 主 資 本
合 計
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（株主資本等変動計算書の注記） 

 
発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

 

 

当期首 

株式数 

当期増加 

株式数 

当期減少 

株式数 

当期末 

株式数 

発行済株式     

普通株式  52,010  -  -  52,010 

優先株式Ｂ  44,390  -  -  44,390 

優先株式Ｃ 1,039  -  - 1,039 

合  計  97,439 - -  97,439 
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8．保険業法に基づく債権の状況
（単位：百万円、％）

2020年度末 2021年度末

－ －

29 30 

－ －

－ －

29 30 
(0.1) (0.0)

58,055 64,044 

58,085 64,074 

1.

2.

3.

4.

5.

区       　分

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

貸 付 条 件 緩 和 債 権

三 月 以 上 延 滞 債 権

（注）

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に
従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。（注１に掲げる債権を除
く。）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て
等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

小       　計

正 常 債 権

合       　計

（対合計比）

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から４までに掲げる債
権以外のものに区分される債権です。

貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金です。（注１から３
に掲げる債権を除く。）

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金で
す。（注１及び２に掲げる債権を除く。）
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9. ソルベンシー・マージン比率

(1) 単体ソルベンシー・マージン比率
（単位：百万円）

(Ａ) 256,326 237,393

88,307 91,916

5,348 6,267

20,671 20,422

16 55

40,218 11,275

2,569 2,692

86,785 90,951

－ －

－ －

－ －

12,410 13,813

(Ｂ) 62,066 64,180

保険リスク相当額 Ｒ1 1,732 1,669

第三分野保険の保険リスク相当額　 Ｒ8 756 700

予定利率リスク相当額　　　　 Ｒ2 4,582 4,712

最低保証リスク相当額 Ｒ7 144 76

資産運用リスク相当額 Ｒ3 56,024 58,043

経営管理リスク相当額 Ｒ4 1,264 1,304

825.9％ 739.7％

（注） 1.

2.

ソルベンシー・マージン比率

     （Ａ）

       （1/2）×（Ｂ）

2020年度末

上記は、保険業法施行規則第86条、第87条及び1996年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。

2021年度末

リスクの合計額

その他

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％）

負債性資本調達手段等

価格変動準備金

控除項目

｢最低保証リスク相当額」は、標準的方式を用いて算出しています。

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本
調達手段等のうち、マージンに算入されない額

全期チルメル式責任準備金相当額超過額

一般貸倒引当金

ソルベンシー・マージン総額

項　　　目

資本金等

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ
損益（税効果控除前））×90％（マイナスの場合100％）

危険準備金

×１００

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR +++++

#
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（2） 連結ソルベンシー・マージン比率

（単位：百万円）

(Ａ) 259,280 240,904

91,262 95,426

5,348 6,267

20,671 20,422

－ －

16 55

40,218 11,275

2,569 2,692

－ －

86,785 90,951

－ －

－ －

－ －

12,410 13,813

(Ｂ) 61,382 63,803

保険リスク相当額　　　　 Ｒ1 1,732 1,669

一般保険リスク相当額 Ｒ5 － －

巨大災害リスク相当額 Ｒ6 － －

第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 756 700

少額短期保険業者の保険リスク相当額 Ｒ9 － －

予定利率リスク相当額　 Ｒ2 4,582 4,712

最低保証リスク相当額 Ｒ7 144 76

資産運用リスク相当額 Ｒ3 55,352 57,673

経営管理リスク相当額 Ｒ4 1,251 1,296

844.8％ 755.1％

(注) 1.

2.

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額

｢最低保証リスク相当額」は、標準的方式を用いて算出しています。

その他

ソルベンシー・マージン比率

     （Ａ）

       （1/2）×（Ｂ）

リスクの合計額

上記は、保険業法施行規則第86条の2、第88条及び2011年金融庁告示第23号の規定に基づいて算出しています。

2020年度末

子会社であるマニュライフ・インベストメント・マネジメント株式会社及びマニュライフ・ファイナンシャル・アドバイザーズ
株式会社との連結ソルベンシー・マージン比率を算出し開示しています。

一般貸倒引当金

ソルベンシー・マージン総額

項　　　目

価格変動準備金

資本金等

2021年度末

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損
益（税効果控除前））×90％（マイナスの場合100％）

危険準備金

控除項目

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調
達手段等のうち、マージンに算入されない額

全期チルメル式責任準備金相当額超過額

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％）

負債性資本調達手段等

異常危険準備金

64
2

732
2

98
2
5

2
1 )()( RRRRRRRRR 

×１００
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10．2021年度特別勘定の状況

(1) 特別勘定資産残高の状況
（単位：百万円）

① 保有契約高

件　数 金　額 件　数 金　額

27 144,114          36 207,379          

141 682,927          149 776,323          

－ 1,878 － 1,953 

169 828,921          186 985,657          

   (注) 個人変額保険の保有金額には、一般勘定で運用されるものを含んでいます。

② 年度末個人変額保険特別勘定資産の内訳 （単位：百万円、％)

金　額 構成比 金　額 構成比

2,253 1.9 1,838 1.3 

117,786          98.1 136,570          97.1 

－ － － －

－ － － －

101,290          84.3 119,067          84.7 

公 社 債 101,290          84.3 119,067          84.7 

株 式 等 － － － －

16,495 13.7 17,502 12.4 

－ － － －

89 0.1 2,171 1.5 

－ － － －

120,128          100.0 140,580          100.0 

③ 個人変額保険特別勘定の運用収支状況 （単位：百万円）

－

－

26,575 

区　　　分

貸 倒 引 当 金

合　　　 計

金　額

2021年度

金　額

－

1,573 

－

38,393 

8,602 

－

0 

51 

－

－

－

－

－

48,517 

－

5,420 

－

11,805 

9,353 

－

－

3 

－

1 

－

2020年度末

金　額

120,128 

2020年度

357,231 

－

477,360 

2021年度末

個 人 変 額 保 険

合　　　計

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン

変 額 保 険 （ 終 身 型 ）

金　額

140,580 

2021年度末

319,659 

460,239 

2021年度末

（単位：千件、百万円）

－

外 国 証 券

有 価 証 券

区　　　分
2020年度末

特 別 勘 定 計

変 額 保 険 （ 有 期 型 ）

(2) 個人変額保険（特別勘定）の状況

金 融 派 生 商 品 収 益

2020年度末

区　　　分

そ の 他 の 収 益

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 評 価 損

団 体 年 金 保 険

個 人 変 額 年 金 保 険

区　　　 分

そ の 他

公 社 債

株 式

変 額 積 立 特 約

為 替 差 損

有 価 証 券 償 還 損

為 替 差 益

利 息 配 当 金 等 収 入

金 融 派 生 商 品 費 用

収 支 差 額

そ の 他 の 費 用

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益

有 価 証 券 評 価 益
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(3) 個人変額年金保険（特別勘定）の状況

① 保有契約高 （単位：千件、百万円）

件　数 金　額 件　数 金　額

49 348,646          46 311,392          

② 年度末個人変額年金保険特別勘定資産の内訳 （単位：百万円、％）

金　額 構成比 金　額 構成比

2,775 0.8 2,747 0.9 

354,253          99.2 316,888          99.1 

－ － － －

－ － － －

－ － － －

公 社 債 － － － －

株 式 等 － － － －

354,253          99.2 316,888          99.1 

－ － － －

202 0.1 23 0.0 

－ － － －

357,231          100.0 319,659          100.0 

③ 個人変額年金保険特別勘定の運用収支状況 （単位：百万円）

11．保険会社及びその子会社等の状況

 2021年度においては、子会社等の規模を考慮し、当企業集団全体の財政状態、経営成績及び
キャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいことから、連結
財務諸表を作成していません。

区　　　分
2020年度末 2021年度末

現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合　　　計

区　　　分
2020年度 2021年度

金　額 金　額

利 息 配 当 金 等 収 入 41 35 
有 価 証 券 売 却 益 24,162 21,947 
有 価 証 券 償 還 益 － －
有 価 証 券 評 価 益 29,834 △ 11,443 
為 替 差 益 － －
金 融 派 生 商 品 収 益 － －
そ の 他 の 収 益 0 －

有 価 証 券 売 却 損 0 1 
有 価 証 券 償 還 損 － －

そ の 他 の 費 用 － －

有 価 証 券 評 価 損 △ 8 12 
為 替 差 損 － －

収 支 差 額 54,046 10,526 

個 人 変 額 年 金 保 険

区　　　分
2020年度末 2021年度末

金 融 派 生 商 品 費 用 － －
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